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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
２　認定の状況

現在(2006年5月)、表１の通り125の木材関連団体が事業体認定に取り組んでおり、認定された事業体は5700社にのぼります。これらの事業体の数は全体の約２割となっています。

わずか半年の取り組みで、このような事業体認定がされたことは、業界団体としての違法伐採問題への認識の高さを示すものともいえます。

ただし、認定された事業体の中には、とりあえず取得しておこうという事業体も見られ、これらの事業体が本格的な合法木材の供給に取り組むという状況にはなっていません。

アンケート調査によると、それらの事業体が供給した合法性を証明した木材の量は、当該事業体が供給する全木材供給量の２割程度とされています。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
平成２２年１０月に施行の予定でそれまでに利用するときは注意が必要
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